
安宅川佳之先生 略年譜・業績一覧

【略歴】

1940 年 3 月生まれ

本籍：和歌山県

1962 年 3 月 和歌山大学経済学部卒業

1962 年 4 月 日本生命保険相互会社入社

1965 年 4 月 日本経済研究センター派遣：共同研究 ｢住宅の経済学｣ に参画

1967 年 4 月 日本生命保険相互会社経済調査部：エコノミスト業務

1971 年 4 月 有価証券部：アナリスト業務

1974 年 2 月～1975 年 4 月にニューヨーク派遣

1975 年 4 月 東京有価証券部部長補佐：アナリストチ－ム統括・米国株式ファンド運用

1977 年 4 月 武蔵野支社次長

1980 年 4 月 東京財務審査第二課長：企業審査・担保評価の統括

1982 年 4 月 国際金融部調査役：国際投資担当チーフエコノミスト

1985 年 2 月 ファンド運用室長：新会社設立準備担当

1985 年 7 月 ニッセイ・ビーオーテイ投資顧問株式会社投資顧問部長

1987 年 4 月 同社取締役就任：運用統括・ストラテジー担当

1989 年 4 月 同社常務取締役：年金業務担当

(7 月にニッセイ投資顧問株式会社に社名改称)

1998 年 7 月 ニッセイアセットマネジメント投信株式会社常任監査役就任

2000 年 5 月 ニッセイアセットマネジメント株式会社常任監査役就任

2001 年 4 月 日本福祉大学経済学部経営開発学科教授

2006 年 4 月 日本福祉大学大学院社会福祉開発研究科福祉経営専攻専攻長

(～2010 年)

2011 年 4 月 日本福祉大学客員教授

2011 年 8 月 逝去
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【研究業績】

〈単著〉

１. 『コンドラチェフ波動のメカニズム』 ミネルヴァ書房, 2000 年

２. 『長期波動からみた世界経済史』 ミネルヴァ書房, 2005 年

３. 『家族と福祉の社会経済学』 日本経済新聞社, 2010 年

４. 『シルバーファイナンス』 日本福祉大学通信教育部, 2004 年

〈共著〉

５. 安宅川佳之・本城和彦・下総薫ほか 『住宅の経済学』 日本経済新聞社, 1967 年

〈翻訳〉

６. 安宅川佳之・牧田正一路ほか ｢企業のための経済予測｣ 日本経済新聞社, 1967 年

〈論文〉

７. ｢日本の機関投資家とコーポレート・ガバナンス｣ 『証券経済研究』 第 17 号, 日本証券経済

研究所, 1999 年

８. ｢コンドラチェフ波動と年金制度｣ 『日本年金学会誌』 第 20 号, 2000 年, pp. 121-128.

９. ｢アメリカ型経済システムと年金制度｣ 『証券経済研究』 第 34 号, 2001 年, pp. 63-82

10. ｢少子化と経済変動｣ 『保険学雑誌』 第 583 号, 日本保険学学会, 2003 年, pp. 40-58

11. ｢コーポレート・ガバナンスと機関投資家の役割｣ 『保険学雑誌』, 日本保険学学会, 2003 年

12. ｢リフレ期への展望－長期波動転換の諸条件を探る｣ 『景気とサイクル』 第 38 号, 景気循環

学会, 2004 年, pp. 35-54

13. ｢コンドラチェフ波動と中国経済｣ 『経済論集』 第 33 号,日本福祉大学経済学会, 2006 年,

pp. 73-101

14. ｢世代間対立の時代の公共政策｣ 『経済論集』 第 35 号, 日本福祉大学経済学会, 2007 年, pp.

1-30.

15. ｢経済活力の定量的把握について｣ 『経済論集』 第 37 号, 武藤信郎と共著, 日本福祉大学経

済学会, 2007 年, pp. 43-62

16. ｢少子化と社会保障制度の展望｣ 『経済論集』 第 40 号,日本福祉大学経済学会, 2010 年, pp.

1-30

〈その他〉

17. 日本経済新聞 『経済教室』

｢長期波動から見た経済情勢｣ 2001 年 10 月

｢リフレ期の展望｣ 2003 年 10 月
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｢世代間格差是正と少子化対策｣ 2007 年 5 月

18. 『年金情報』 (日本格付投資情報センター) の巻頭言《座標軸》14 編

｢デフレと年金システム｣ 1992 年 9 月

｢気掛かりなハイリスク・ハイリターン運用｣ 1993 年 11 月

｢円高と年金｣ 1994 年 8 月

｢基金運営と競争原理｣ 1995 年 1 月

｢社会福祉と情報原理｣ 1995 年 10 月

｢アメリカモデルと日本モデル｣ 1996 年 3 月

｢年金運用と時価評価の導入｣ 1996 年 7 月

｢ビッグバンと年金基金｣ 1997 年 8 月

｢マネーフローと年金制度｣ 1997 年 12 月

｢ピープルズ・キャピタリズムと年金制度｣ 1998 年 9 月

｢公的年金制度と拠出建年金｣ 1999 年 8 月

19. ｢株価暴落とその歴史的背景｣ 『地方公務員共済組合連合会会報』 1991 年 11 月

20. ｢ビッグバンとデフレ対策｣ 『PAL』 1998 年 5 月 地方公務員共済組合連合会

21. ｢政治思想と金利－10 年は続くデフレ後期｣ 『TRADER』 November 1993 年

〈学会および社会的活動〉

・現代金融研究会会員 (日本証券経済研究所)

・日本証券経済学会会員

・日本保険学会会員

・日本年金学会会員

・地方公務員共済組合協議会理事 (1996～1998 年)

・ ｢ジャスト経済｣ (テレビ東京), NHK衛星放送 ｢ジャパン・ビジネス・ナウ｣ のコメンテー

タ (1987～2000 年)

・ジャパン・タイムス ｢フロント・ライン｣ の定期執筆 (1991～1998 年)

・ ｢金融デリバティブ・セミナー｣ (日本経済新聞社) など講演多数

以上

＊掲載にあたっては, 基本的に安宅川佳之教授が生前に発表された著書, 翻訳, 論文, 新聞・雑

誌での連載, 学会および社会的活動などから主要な業績を抽出しました. 本業績リストを作成

するにあたって, 日本福祉大学研究課のスタッフのみなさんに多大な協力を得ました. 記して

感謝いたします.

(関口和雄)
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